更新申請提出書類一覧
· 電子申請・届出システムにて、ご提出ください。
· □欄に✔を入れ、添付して下さい。
	□欄
	提出書類
	様式
	備考

	□
	指定（許可）更新申請書
	
電子申請・届出システムに直接ご入力のうえ、ご提出ください。
（備考欄に書類作成担当者名及び連絡先をご記入ください。）

「電子申請・届出システムについて」（リンク）
	※　変更のあった項目についての変更届が未提出の場合、変更届を指定更新申請書等の提出前に提出してください。

· 更新するサービスが複数ある場合は、各サービスごとにフォームを分けて作成してください。
例：（介護予防）福祉用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売の更新を同時に行う場合は、サービス種別選択の画面で複数サービスを選択せず、福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与のみを選択し、一度福祉用具貸与としてご提出をお願いいたします（総合事業も同様）。その後、別途、更新申請画面から特定（介護予防）福祉用具販売を選択し、ご提出してください。

	☐
	付表
	
	· 付表の内容に変更があり、変更のあった項目についての変更届が未提出の場合、変更届を指定更新申請書等の提出前に提出してください。
· 更新サービスが複数ある場合は、各サービスごとに作成してください。

	□
	誓約書
	標準様式６
	○　誓約書の内容に変更があり、変更のあった項目についての人員基準等の変更届が未提出の場合、変更届を指定更新申請書等の提出前に提出してください。
○　指定更新申請書類等の提出後、人員基準等の変更が発生した場合、速やかに変更届を提出してください。
〇　申請するサービスに該当するものに○をしてください。

	□
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	標準様式１
（該当するサービスの様式を使用してください）
	○　提出月の前月の実績を提出して下さい。
（例：令和６年５月に更新申請書を提出する場合は、令和６年４月の実績をご提出ください。）
※　提出〆切月の前月ではございませんので、ご注意ください。
○　兼務の場合は時間数を按分し、職種ごとに記載してください。
〇　出張所を設置している場合は、出張所分も提出してください。

	□
	当該事業所に勤務する
介護支援専門員一覧
	標準様式７
	○　（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所、（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所、複合型サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所は提出してください。


	連絡先
	　提出いただいた申請書類に記載された内容等について問い合わせをする際の担当者名と連絡先を記入して下さい。

	
	事業所名
	
	担当者名
	

	
	連絡先
	(電話)　　　　　　　　　　　　　　(ＦＡＸ)


※審査の状況によって、追加の資料提出のお願いや、現地確認を行う場合があります。
